
地区名 主要施設

緑地

旅客船埠頭

交流厚生用地

交通船等桟橋

ボートパーク(ﾌﾟﾚｼﾞｬｰボート収容)

小型船だまり(ガット船収容)

公共埠頭(-12)耐震強化岸壁

公共埠頭(-5.5)

ボートパーク(ﾌﾟﾚｼﾞｬｰボート収容)

富津地区 ボートパーク(ﾌﾟﾚｼﾞｬｰボート収容)

木更津南部地区

前期 後期

吾妻地区

９．事業化計画 
 

９－１ 概算事業費 

 

  今回計画における概算事業費（公共事業）は約 155 億円である。 

   ○吾妻地区   ：約 25 億円 

   ○木更津南部地区：約 130 億円 

   ○富津地区   ：約 0.5 億円 

    ※当事業費はおおよその目安を示したものであり、今後、事業化に向けて財源区分当

の詳細な検討を行う。なお、検討に当たっては、コスト縮減対策を講じ、できる限

り財政負担を軽減するものとする。 

 

 

９－２ 段階整備計画(案) 

 

  今回計画における整備期間を概ね 10～15 年程度を想定する。 

  主要施設の段階的整備スケジュール（案）を以下に示す。 
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９－３ 事業効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フロー効果（事業効果）：港湾建設による経済効果、計画から建設まで需要発生 

ストック効果（施設効果）：港湾利用による経済効果、施設供用中は継続的に発生 

建設事業が支出する直接効果 

・港湾自体の建設需要 

・港湾施設や設備の発注 

・機械設備、電気設備等発注 

周辺産業へ誘発される間接効果・波及効果 
・建設投資の経済波及；鉄鋼、機械、商業・運輸、エネルギー、サービス業の 

需要誘発・雇用誘発 

・労務環境の整備と保全 

・周辺利便性向上や地域経済への刺激 

 
整

備

段

階 

 

供 

 

用 

 

中 

直接効果 間接効果・波及効果

 

経済波及 

○大水深岸壁の増設 

○大水深岸壁の整備により、大型船の入出港が可能となり、海上輸送コストの縮減に対応できる。 

○荷主企業のコスト競争力が向上するメリットに加え、新たな企業進出のインセンティブの高まりも期待で

きる。

○旅客船埠頭を核としたまちづくり 

○吾妻地区に旅客船埠頭と一体的な交流拠点や緑地を整備することで、親水空間が創出され、景観面の向上

や、観光振興が促進されることによって、地域の活性化が期待できる。 

○交通船、ガット船の集約 
○ガット船や交通船等の係留場所の集約的整備により、船舶の輻輳が軽減され、安全性の向上が図れる。 

○小型船だまりや小型桟橋の整備により交通船等利用者の利便性や就労環境の改善が図れる。 

○プレジャーボートの集約 
○プレジャーボート収容施設の整備により、放置艇の解消が図れる。 

○プレジャーボート所有者等に対する安全や運行ルールの指導が行いやすくなる。 

 

 

 

 

○耐震強化岸壁の整備  

○耐震強化岸壁の整備により、大規模震災時の緊急物資輸送に対応できるとともに、背後住民の安心・安全

面の向上が図れる。 

○震災直後における背後企業の貨物輸送の利便性も図られ、企業の経済活動の継続性が期待できる。 
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１０．実現に向けての課題 
 

  今回の計画において木更津港は、背後企業の物流面の向上や、地域の活性化を図る拠点と

して役割が求められている。 

  そこで、今回計画の整備推進を図るとともに、以下の課題に取り組みことが必要である。 

 

（１）港湾利用促進に向けた企業誘致 

  ・計画を地域経済の活性化等に結びつけていくためには、公共岸壁における取扱貨物量の

一層の増大を図る必要がある。そのためポートセールスを推進し、木更津港利用による

物流効率化のメリットをＰＲしてく必要がある。 

・また、背後用地への港湾を利用する企業の誘致を積極的に進める必要がある。 

  ・ポートセールスに当たっては、港湾管理者、地元市、関係機関等の連携を強化していく

必要がある。 

 

（２）みなとまちづくりの推進（観光・交流拠点の形成） 

・今回計画した吾妻地区の旅客船埠頭及び交流厚生用地等を活かし、地域の活性化につな

げるためには、現在、木更津市が行っている「みなと木更津再生構想」等の取り組みを

継続して推進するとともに、国や県と連携した取り組みについて検討していく必要があ

る。 

 

（３）環境に配慮した港の整備 

  ・今回計画において、江川地区、吾妻地区前面の盤洲干潟周辺エリアを環境保全ゾーンと

した。このエリアは東京湾に残された貴重な天然の干潟であり、東京湾の水環境改善に

も重要な役割を果たしている。引き続きこのエリアを保全し、漁業活動や潮干狩観光の

場としての継続利用、海洋環境学習の場としての活用など、自然環境と共生した港湾の

実現を目指していく必要がある。 

 

（４）安全な港の整備 

  ・今回計画における船舶等の安全については、別途船舶航行安全検討委員会を設置し、専

門家の意見を聞きながら検討を行った。その検討結果を踏まえ、安全対策に配慮しなが

ら整備を進めていく必要がある。 

 

（５）段階整備の検討 

  ・本計画の具体化に当たっては、投資効果の早期発揮と、事業費の平準化を図るため、   

段階的整備計画を十分検討しながら策定していく必要がある。 

特に、吾妻地区については、現在係留している船舶の移動先を如何に確保ながら整備を

行っていくかが非常に重要となるため、水域利用者等と十分協議を行っていく必要があ

る。 

 

 

 

（６）関係機関との協力調整 

  ・本計画を円滑に推進するためには関係機関とともに、港湾関係者、企業、漁業関係者、

住民等との情報の共有が重要であり、事業実施計画の策定にあたっては、これらの関係

者等の意見を十分に聞き、理解を得ながら事業を推進していく必要がある。 
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